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亙。緒 言

　筆者は別報3）において，農業土地利用現象の表現方法

の一一・・一Aつとして，それを環境諸条件の状態にしたがって常

に動いているところの歴史的な個体とみる立場をとり，

この立場にたってその現況と変化へのpotentia1を数量

的にあらわすやり方を提案している。多くの問題を含む

提案ではあるが，この提案によると，一つ一つの経営体

または地域の農業土地利用の生産性は，多数の部分現象

によって支えられるところの一定の生産性構成因子

（productivity　factors）の組合せとして構成することがで

きる（別報3）p．268，5，1図）。また各経営体の。‘より

優れた技術と資本の状態”への変化のpotential（別報3）

p。i53）は，各経営体に固有な内外の環境条件によって

与えられるところの‘‘可能な体制”（同前p．163）がも

つ生産力と現在の体制がもつ生産力との差に関係する力

としてあらわすことができる。形態学的な方法を導入す

れば，そしてある程度の推測誤差を容認する限りでは，

農業土地利用現象の各時点での状態の生産力的な表現

は，その中に含まれるすべての部分現象をあますところ

なく把えなくても可能であり，またこのような生産力の

推測法を活用すれば，それをとりまく環境諸条件による

土地利用の変化へのpotentialも量的に計算することが

できる，というのである。これらの提案のうち‘‘より優

れた技術と資本の状態”への変化のpotentialの計算法

は，各種の農業改良の方法の導入の可能1生の計算法でも

ある（別報3）p．16！）のであって，いろいろの場合に活

＊この報告はこれまで続けている‘‘土地分類の研究，，

　の一部分（その14）に相当する。

題することができる。きわめて不完全な適用法としてで

はあったが，これまで，いくつかの改善事項の導入が同

時に計画される‘‘村づくり計画”の作成法への活用4）5），

林地・草地の耕地としての利用可能性の計算の際の活

用6）7）8）を試みてきている。この報告では新らしい活用法

の一つとして，畑地かんがいのの可能性の推測法への活

用が試みられる。

　最近は畑地かんがいはスプリンクラー一かんがいとして

行なわれることが多い。この報告でいう畑地かんがいの

可能性もスプリンクラーかんがいの可能性である。

　この研究は関東農政局の委托によって全国農業構造改

善協会が行なった畑地かんがい策定調査に参加した際に

得た資料に基づいて行なったものであることを付記して

おく。

　　　　　　　　亙亙。推測方法

　多元的な部分現象によって構成されている農業土地利

用現象乃至は農業生産現象を筋道：をたてて解析し，その

結果得られる諸元に一走の値を与えつつ農業生産性なる

一元的な値を再合成するためには，解析と合成の過程の

中で，多数の概念とそれをあらわすための約束（用語）

を設定する必要がある。以下の記載では，その内容の理

解に便にもるために，できる限りこれらの約束の意味を

説明するように努めたが，この小文ではそのすべてには

およびえない。以下の記載で不足する分はそれぞれ他の

報告によって載きたいことをまずことわっておく。

　1）　測定の理論

　この研究もまた，別報3）3．1式で提案した‘‘ある状態

への到達の可能性”乃至は‘‘より優れた技術と資本の状

態”への‘‘到達の可能性”を示す式に基づいて行なわれ
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る。次式にみるように，別報3）3。1式の‘‘ある状態への

到達の可能陸”（Cu）を，そのまま‘‘畑地かんがいの可

能性（Ci）におきかえて用いる訳である。

　　　　　　　c・一丁嵩羅二一（・）

　（1）式中のPoαと．Peは，それぞれ，火中のpがある

「標準の状態」のときの畑地かんがい実施後と実施前の

「労働力因子が標準のときの農業生憩生」（別報3）p．136）

を，毒¢と．％は同じく畑地かんがい実施後と実施前の

「労働需要1生」（別報3）p．127）を示す。（1）式中のPは

その地方の農産物の需給に関する係数，9と9ノは，そ

れぞれ，その地方の労働と資本の相対的な多少に基づく

係数，砺はこの式の分子と分母を同じ単位に改めるた

めの値である。式中のC2は畑地かんがい設備とそれに

伴なう各改善事項を導入するに必要な費用の年消却額

（かんがい設備などを運転するに必要な費用eg：　P，、，　Poの

中に含まれる）に相当する値である。

　（1）式右辺の分子は，ほぼ，畑地かんがいによる増加

純生産＊に相当し，同じく分母は，ほぼ，そのための年平

均費用に相当する。年平均費用に較べて年平均増加純生

産が大きいとき，その畑地かんがいは経済効果があると

みてよいであろう。（1）式において，Ciの値がユ以上

のときその畑地かんがいは実現の可能性があり，この値

が大きい程可能性が高いことを示す。それだげ土地利用

改善へのpotentialが高い訳である。

　2）　増加純生産の算出法

　畑地かんがい実施後の「労働力因子が標準のときの農

業生産性」と実施前のそれとの差であるから，別報3）（p．

136）2．17式にみるPoを示す値をそのままこの値の算

出に活用することができる。畑地かんがいは林地とは無

関係であるから，別報3）2．17式において，林地面積を

含む項は除くことができる。一般的には，草地面積を含

む項も除くことができるであろう。推測の作業を能率的

なものにするには総合力係数（t，一作目と畜目などとの

問の結びつき方が合理化されている程度がもつ農業生産

上のカの「標準の状態」との比較値）と流通力係数（t？n）

も「標準の状態」すなわち1＊＊にとることができるであ

ろう。畑地かんがいは耕地牧草の作付の変化を通じて畜

目の状態の変化をもたらすことがあるであろうが，これ

は他の作目への変更の場合よりも経済的に有利なときに

＊便宜上かりに用いた用語である。

＊＊溺報3）2．17式の構成要素は荷価値要素（または因

　子）と係数的要素（または因子）の2つに大別され

　る。荷価値要素の機能の「模準の状態コは零であり，

　係数的要素の機能の「標準の状態」は1である。

　のみおこるとみるべきである。畑地かんがいの導入の可

能性という限りでは，畜目による生産も，増加純生産の

算出から除くことができる。結局，別報3）2．17式は，畑

地かんがいの可能性の推測への活用の場合に限り，次式

のように改められる。

　　　　　　　　　為＝珈ηΣ．A五レ．＿＿．＿（2）

　（2）式において，7一は作物係数（作物の類型があげう

る純生産の「標準の作物2との比較値），tlは耕種技術

係数（耕種技術がもつ生産力の1“”標準の技術」との比較

値），ク7Zは市場係数（市場条件が純生産におよぼす影響

の「標準の状態」との比較値），Aは土地条件別の面積，

L，は素土地生産性（Aで示される各土地の広がりの「標

準の作物」による農業生産上のカ）である。（2）式の各

変数に畑地かんがい後の状態と現在の状態に基づく値を

代入して算出したPoαとPoとの差が求める増加純生産

に相当する訳である。求められる増加純生産の単位は別

報3）p．258でかりにきめた約束にとることができる。こ

の単位は点数で示される。

　（2）式について問題となる点は以上の記載からすぐわ

かるように，この式の導出が正しくなされたかどうかと

いうことと，門中のP。aの値を求める際の各変数の内容

をどうとるかということである。第一の問題点について

は，あとで行なう考察の中で必要の範囲で触れることに

したい。第2の問題点は畑地かんがいの導入の際に同時

に導入される改善事項（農業改良の項目）の択び方と，

それらに伴なっておこる土地利用の状態の連鎖的な変化

の終止点の続み方についてである。あとでみるように，

これらはそれ自身独立してとりあげられるべき問題であ

るが，別報3）p．360では，現在の農業労働が無理に強化

されない範囲で作目と畜目を択ぶやり方をとっている。

この研究でもこのやり方をとることとした。もち論，畑

地かんがいの影響をうけない部分現象，したがってそれ

らに支えられる要素はそのままとする。たとえば耕種技

術水準のようなものは，畑地かんがいの導入によっては，

やがては，現在と異った速度で変化することが考えられ

る。しかし，この場合は，かりに動かないとみるのであ

る。畑地かんがいの影響をうける部分現象には2つの種

類を考えることができる。その一つは上記した作目・畜

目などであり，他の一つは土壌の管理来歴のようなもの

である。後者は一応は二次的な変化を伴なわないが，前

者はそれを伴なう。畑地かんがいによる連鎖反応で計画

技術的な立場からみて閥題となるのは前者の型の変化で

ある。

　3）　増加労働需要性の算出法

　つぎに（1）式のAd。　一一　Adの値の求め方である。畑地
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かんがいの可能性を求めるのであるから，別報3）（p．127）

2．14式にみる労働需要性を示す式のうち，林地・草地・

用畜などを含む項は零にとることができる。このとき

2．14式は次式のように改められる。

　　　　　　♂A論碧）磁・一・（3）

　（3）式において，Aは前出（2）式のAと同じである。

ze1とlt・2はそれぞれ夏作および冬作の作付率，　di（作業

係数）は五で示される各区域の農作業の難易を一定の

標準と比較した値の経営体または地域別の面積加重平均

値，d2（通作係数）は同じく通作条件の面積加重平均値，

砥は労働の配分のされ方に基づく係数，d3（作物補正係

数）は作目による労働需要：の多少に基づく係数，η三（労

働補助手段係数）は労働補助手段の多少がもつ純生産へ

の影響の「標準の状態」との比較値）である。この場合

もまた（3）式の各変数に畑地かんがい後の状態とその前

の状態に基づく値を代入して算出した値の差が求める増

加労働需要性になる。畑地かんがいは当然作目の状態に

影響する。（3）式の作物補正係数（d3）は畑地かんがい

の前後で変るとみねばならない。畑地かんがいは区劃整

理と同時にまたは区劃整理に次いで行なわれることが多

い。畑地かんがいを前提とする区劃整理であれば，そのた

、めの通作係数（d2）の変化は畑地かんがいに伴なう土地

利用現象の連鎖的な変化の一つともみることができる。

・（3）式のAd、とAaの単位は，ともに，「標準の耕地」

の面積（ha）にとられている（別報3）p．！28）。この単位

は一定の約束で労働・農業生産性を示す得点・生産物

・（米・麦など）にも換算することができる。

　4）P，g，　gノ，　C2の値の求め方

　（1）式の構成からみてわかるように，いつれも畑地か

んがいの可能性をきめる因子であるが，その求め方の研

究は筆者にはなし得ない。前報8）までにとってきたp，

g，gノの纏はそれぞれ！，0．7，1＊であったが，この報告

では労働力不足の現況にかんがみ，かりに，1，0．9，

！とした。これらの値は地域と時域によって変ってよい

値である。この報告でとったC2の櫨の求め方はあとで

のべる。C2の値の単位は（2）式の瓦のそれと同じで

、ある。なお（1）式の砺の値は，以上の諸約束にしたが

う限り，2．4になる（別報3）p．361）。

亙H。調査の対象

（！）式による推測法が適当であるかどうかを知るため

＊別報6）でgの値を0．7としたのは，この値を0．7
　にとると別報3）3ユ式にしたがって求めた火山灰性
　の土地（茨城大学農学部付近）の耕地化の可能性が
　、ほぼ1になるためである。

には，すでに畑地かんがいを行なっている土地について

調査を行ない，（1）式によって推測した値と，農業上の

実際の効果を比較するのが能率的である。よって調査は

すでに畑地かんがかを実施している地点について行なう

こととし，調査地として千葉県八街町沖地区および榎戸・

富山地区，ならびに愛知県渥美町向新地区を選んだ。八

街町の2地区は昭和38年にスプリンクラーによる畑地

かんがいを始めた地区，向新地区は昭和29年度からス

プリンクラーかんがいをおこなっている地区である。向

新地区の畑地かんがいはわが国ではまだほとんどスプリ

ンクラーかんがいが行なわれなかった当時に始められた

ものであり，わが国における畑地かんがい農業の先駆地

として有名である。

　調査は昭和39年3月に行なった。

W。可能性の算出

　1）　Poと1）oαの算出

　区域の設定別報3）（p．244）のやり方にしたがって，

まず，調査地の自然地域図（記載を省略）を作成し，そ

の各の現況（第1表）を記載した。ただ，この図で区画

された各地域は別報3）（p。198）でいう自然地域を畑地

かんがい設備の有無によって再区画したものである。こ

れを自然地域と呼ぶのは適当でないので第1表では‘‘区

域”と呼んでいる。各地域の土地は収穫性（ほぼ「標準

の耕種技術」のときの「標準の作物」の収量に相当する）

その他がほぼ等しいとみることができる。第1表中の

「他の要素が標準のときの収穫性」は排水の良否など土

地の偶：有的な性質（別報3）p．81）もまた「標準の状態」

のときの収穫性のことである。この値は地形・土壌・気

候の類型の境界線を重ね合せた土地の広がりに固有なも

のとして与えられる（別報3）p，231）。標準の作物には

夏作大豆・冬作小麦をとり，八街町では同一の土地につ

いて茨城県下でとっている値（別報9）p．13）を，向新

地区ではききとりの結果から逆算した小麦の収量と，こ

の値を八街町における大豆対小麦の収量比にしたがって

改めた大豆の収量をとった。この値は本未は組織的なや

り方（別報3）p．232）で改められるべきである。

　第1表には水田の記載が省略されている。

　収穫性と素土地生産性第1表の各区域別の「他の要

素が標準のときの収穫性」に各種の性質に基づく因子が

重ねられ，まず収穫性（第2表）が，ついで素土地生産

性（第3表）が求められる。一般的には畑地かんがいは

地力を低下させるとみられている1）。よって第2表では

畑地かんがい後の土壌の管理来歴（別報3）p．106）を少

しく低い値にとっている。この変化をどうとったらよい
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第1表　各区域の現況
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第3表　素土地生産性の算趨
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第4表　作物係数の算出
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かはこの問題についての諸研究の成果にまつべきであ

る。畑地かんがいは当然作物の収量と影響をもつ。これ

はすでに独立した研究としてとりあげられている2）。第2

表備考欄の数字はこれらの記載と地元からのききとりの

結果にしたがったものである。第2表における諸計算に

ついての理論と方法はそれぞれ別報3＞（p．126）によら

れたい。表中の‘‘復元の程度”とは「他の要素が標準の

とき収穫性」を求めるため，かりに「標準の状態」にと

っていた諸要素を「現実の状態」に戻すための収：量の動

かし方の程度を示す。

　素土地生産性の算出法も別報3）（p．108）での記載に

よった。第3表中「左を得点に改めた値」とは前出の農

業生劇生の単位に改めた値のことである。第3表での作

業で生産に必要な費用の大部分が差引かれ，得られる値

が次第に純生産に近づくことに注意されたい。第3表の

作業は一見わかりにくいようにみえるが，方法に習熟

すると機械的に行なうことができる。ただし，略序の

「従収：量消耗係数」と「従面積消耗性による減点」の内容

のとり方には多くの問題が残されてい。特に「従面積消

耗性によるる減点」の基準は大きく改められる必要があ

る（別報9）p．68備考3参照）。

　作物係数・耕種技術係数・弓場係数の算出　畑地かん

がい前の作物係数（r）は別報3）p．334の基準によって，

また畑地かんがい後の作物係数：は前にのべた方法によっ

て求めた。後者は労働需要性を畑地かんがい前の状態に

抑える条件の下できめられるというのであるから，この

値は後出労働需要性の算出の結果（第8表）から逆算し

て求めることになる。すなわち，畑地かんがい前の労働

需要性を出発点とし，この値を算出する作業を逆に行な

って作物補正係数を求め，この作物補正係数をもってか

りの作物係数とするのである。作業の結果得られた畑地

かんがい後の夏冬作合計の作物係数を第4表に示す。第

4表の作業は地区別に行なうことができる。

　第4表における作物係数・作物補正係数の求め方もか

りにとっている方法である。その部門の専門家によって

より正確な基準が作成されねばならない。第4表におい

て将来の作付作物が空欄になっているのはその内容を無

理にきめる必要はないからである。ただし，夏冬作合計

作付割合はあとで耕種技術係数を算出する際に必要であ

るのでその算出を行なった。この作業は，飼料作物その

他を固定しておき，作物係数の変化から園芸作物の作付

面積の比例的な変化を逆算するやり方によった。畑地か

んがいが行なわれると延作付面積も変わる筈である。

第4表で将来の延作付面積を現在のままとっているが，

これは，この値の求め方を明らかにし得なかったからで

ある。

　つぎに耕種技術係数（ti）の算出である。既往での経

験によれば，茨城県下以外の調査では，別報3）（p．263）

基準農家による方法に準じたやり方には困難が多いの

で，暫定法として，新らしく採点法によるやり方を設定し

てこの作業を行なった。作業方法の記載は別報10）によら

れたい。この作業でききとり調査を行なった農家数とそ

の結果得られた耕種技術水準ならびにこの技術水準と別

報3）（p．334）の基準とから求めた耕種技術係数を第5表

に，その際の耕術技術係数の算出の経過を第1図に示す。

　第5表において，耕種技術水準とは耕種技術の格付階

段を点数であらわしたもの。3点のときが「標準の耕種

技術一一1であり，そのときの耕種技術係数は1．00である。

第1図の実線は別報3）（p．334）の基準を図化したもの

である。図上の×印を示す点は，各地区の年次別のソサ

イの作付割合（第4表）にしたがった両者の中間点すな

わち耕種技術係数の図上の位置、を示す。

　（2）式にしたがって，増加純生産を測定するためには

以上の各因子のほか，市場係数＠m）の測定が必要であ
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る。市場係数の測定方法は別報8）でかりに定めたやり方

によった。この方法は農林水産技術会議で提出された市

場条件の測定方法をこの一連の研究に活用できるように

改訂したものである。

第5表　耕種技術係数：

睡次騰姦i糠蓑灘禰
第6表　市場係数の箕出

地　区

沖

榎戸・富山

」麟 新
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将　来
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　　　　図1第　耕種技術係数の算出経過
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　第6表の内容はこの値の測定の経過を示す。ここで用

いた方法は，必要な資料がよく整備されているので大変

使い易い。鉄道輸送の分の費用なども含めた基準がつけ

加えられると，さらに，使い易いものとなろう。

　さて，こうして市場係数までの測定が終ると，それら

の結果を（2）式に代入することによって，求めるPOaお

よびPoの値を算出することができる。算出の経過を第

7表にかかげておく。第7表で「左の特定の作物による

補正値」とはコンニャクなど特定の作物があるときの補

正値の記入欄である（別報3）p．332）。

第7表瑞およびPOaの算出
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第8表／laおよびAdaの算出
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　2）AdとAdαの算出
　（3）式のΣA（Zdl十Ll，2）は区域別耕地面積×夏冬作出

作付率の積の和であるから，第4表の延作付面積をその

まま用いることができる。労働配分係数（kl）は畑地か

んがい前のものは，かりに前報9）のそれと同じくO．75

をとることができるであろう。畑地かんがい後は農作業

が計画的になされる利点があるので，さらに小さい値を

とることができる。どの程度に小さくしてよいかは，別

に独立した研究を必要とする問題であるので，にわかに

は定め得ない。ここでは，この値もまたかりにというこ

とで0．7なる値をとることとした。（3）式の作物補正係

数（d3）は，これまでの諸試行の場合と同じように作物

係数をそのまま用いることになる（ただしこの値0）とり

方も次第に独立した研究を必要とする段階になってきた

ように思われる）。労働補助手段係数（η1）もこれまでの

やり方で定めるほかはないであろう。向新地区で畑地か

んがい前の労働補助手段係数を0．45としたのは，この

ときはまだ耕転機が入っていなかったからである。

　結局（3）式にしたがってAdaとACIを求める作業は，

別途に作業係数の面積加重平均値（di）と通作係数の面

積加重平均値（d2）を既往の方法（別報3）p．330）で算

出しておき，その結果を畑地かんがいの前後別に，いま

みた各因子と共に，（3）式に代入すればよいことになる。

作業の結果を第8表に示す。

　磁歪地区の通作係数（d2）が畑地かんがいの前後で異

なっているのは畑地かんがいと同時に区画整理が行なわ

れているためである。

　3）　Ciの値の算出

　以上のようにして求めた瑞とPoαから増加純生産を，

そして同じくAaと浸面から増加労働需要性を求め，

これらの値と前に定めたp，g，g1の値および調査地の現

況にしたがって定めたC2の値を（1）式としたがって組

合せると，この報告でいう畑地かんがいの可能性が求め

られる（第9表）。

　第9表の作業ではC2を算出するための毒消出額をど

うとるかが問題となった。畑地かんがい設備はかなり長

い耐用年数をもつであろうが，若干の補修費がいる（設

備維持費は第3表における従面積消耗面面で差引かれて

いる）。農家が新らしい事業に踏切るのは，投下した資本

の消却が速かに行なわれるときである。よって，この報

告ではかりに畑地かんがい設備費用の利子を含めた年消

却額をその！／5とした。向新地区の投下資本は投下当時

の額を現在の平価に改めた値である。向新地区では区画

整理も行なっている。その費用の利子を含めた消却額は

かりに1／10とした。

　第9表の成績は，求める畑地かんがいの可能性は向新

第9表　畑かんがいの可能性の算出
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地区が最大，沖地区が最小であることを示している。向

新地区で可能性が大きくなっているのは，第2表の増加

収穫性の算出の際冬作を増収としたことと，園芸作物の

作付が著しく増加しているためである。沖地区の可能性

が榎戸・窟山地区の可能性よりも低い理由を第9表まで

の運算の経過にしたがって振り返ってみると，榎戸・富

山地区は園芸作物の作付が多く，したがって耕種技術係

数も高く，また駅に近いため市場係数が高いことなどに

原因していることがわかる。第9表までの作業は，一一s般

には漢然と判定されてきている畑地かんがいの成功の見

透し（これはほぼここでいう可能性と同じとみてよいで

あろう）を具体的な数字によってあらわしている点で成

功している，とみることができる。

V．‘‘成功の見透し”との対比

　この研究では，調査地が，以上の調査結果と実際の畑

地かんがいの成功の程度と対比するために，この対比が

行なわれ易い地区にとられている。よって，前出の可能

性の推測と併行して，各調査地区別に，畑地かんがいの
‘‘

ｬ功の見透し”についてのききとり調査を行なった。

調査の対象を‘‘成功の見透し”としたのは沖地区，榎戸・

富山地区は畑地かんがいを始めたばかりであるからであ

る。調査の結果は，数量化するために，‘‘必ず成功する”

とみる判断を2点，“成功するだろう”を1点，“成功

か不成功かわからない”を0点，“失敗するだろう”を

一1点，‘‘必ず失敗する”を一2点として記入し，その

平均値を求めた。調査農家は耕種技術水準の調査を行な

った農家と同じである。得られた結果およびその結果と

第9表で求めた畑地かんがいの可能性との関係を第2図

に示す。第2図における（）内の数字は各地区の‘‘成

功の見透し”である。

　第2図によれば‘‘成功するだろう”とみる判断は向新

地区が最も高く，榎戸・富山地区が最も低い。沖地区で

　　第2図　‘‘成功の見透し”　と可能性との関係

　　　　，L

’5

@
　
　
　
　
　
3

蔵
功
の
見
透
し

O・5

×三新
（了・86）

　
×富

一
戸
G

機

沖
×（r26）

　5　4　3　”一2pt1畑地かんがし’の職性（補助金がある場創

前出Ciの値が低いにかかわらず，‘‘成功の見透し”が

高いと判断されたのは，沖地区には全然水田がないため，

畑水稲への期待が大きいことによると思われる。調査地

点が少いので明確な結論は出しえないが，第9表で求め

た畑地かんがいの可能性は，ほぼ，農家の判断と一致す

るとみてよいであろう。

VI．考 察

　この試行の過程でも，別報3）3．1式，2．14式，2．！7式

の実地での作業への活用（すなわち前出（2）式および

（3）式の実地での適用）に際し，いろいろの問題に当面

した。これらの問題のうち主なものは，すでに第9表ま

での作業め過程で説明している。これらのすべてについ

て正確な処理法を確立することは筆者の責任の外にある

（別報3）p．301）。これらの問題は，その処理法が少しで

も正確になると，それだけ，得られた生産性や可能性が

正確になるという性質のものである。これらの問題の処

理法については，この調査でもまた，前出市場係数の求

め方がきわめて容易にかつ筋道をたてて行なかれ得たこ

とを述べる程度にとどめておく。この種の方法が続々と

明らかにされることが強く期待される訳である。

　そこで，この報告で試行に供した畑地かんがいの可能

性の求め方の適否についての考察である。この点につい

てはつぎの2つを指摘することができる。その一つは

（！）式による方法の畑地かんがいの可能性の求め方とし

ての普遍性であり，他の一つは畑地かんがいの実施によ

っておこる経営体または地域の農業土地利用の連鎖反応

的な変化の終止点のきめ方における部分的な成功であ

る。一般に行なわれている土地改良・開墾などの適地の

判定は，これまで，その種類別に一定の方法を設定しつ

つ行なわれる傾向が強かった。これらの方法はいくつか

の改善事項が同時に行なわれ両者の相乗効果によっての

み成功するような場合の適地判定法としては適当ではな

いと考えねばならない。ところが，この報告で提出した

（1）式による方法は，第9表にみるように，2つの事業

の経済効果を同時にみることができるのである。（1）式

による方法は，少くとも理論的には，従来の可能性また

は適地の求め方に較べて一段と前進した型式のものであ

るということができる。可能性の求め方にこの型式をと

ると，前出（2）式と（3）式を導く場合に標準の状態にと

った因子をいくつでもつげ加えることができる。かくし

て，求められる可能性は次第に別報3）3．1によるものに

近づくのである。（2）式の導出の過程についての説明の

際に，これらの因子を除くことの適否の吟味に深くたち

入らなかった理由である。この特徴は，（D式がもつ
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‘‘

ｨ地かんがいの可能性の求め方としての普遍性”であ

るということができよう。

　つぎに，いま指摘した‘‘連鎖反応的な変化の終止点の

きめ方における部分的な成功”とは，この連鎖反応の終

止点を畑地かんがい前後の労働需要性を等しい点にとる

ことによって，可能性の推測法の確立を部分的に果しえ

たことをさす。各種の土地利用の改善のための事業を計

画するとき，この事業は必ずその直接の目的以外の条件

にも影響をもつ。このためにおこる増加純生産と増加労

働需要性（これらの値は共にマイナスであってもよい）

は別報3）2．17式および2．！4式を活用しつつ処理するに

しても，その際の終止点をどう読むかということは大変

むつかしい問題である。そのため，これまでにたてられ

てきた土地利用改善上の計画には，その効果が膨大にす

ぎるものが少くなかった。ところが，この報告でとった

ように，その限界を労働需要性におくと，無制限に大き

な効果を掲げることはできなくなるのである。これはこ

の報告における成功の一つであるというのである。この

第2の指摘を‘‘部分的な成功”と呼ぶのは，この報告で

は農機異の導入その他の改善事項の導入の限界には触れ

得ていないからである。農異の導入の限界の求め方の問

題は機会があれば，別途にとりあげてみたいと思ってい

る。

　なお，上記第2の指摘は，各種の農業土地利用上の計

画をたてる際の計画作業を簡単なものにする上できわめ

て有用であると考えられることをつけ加えておく。ここ

で提出した方法を用いると，たとえば，第4表での作業

でみたように，陸稲を何ha増反するとかソサイをいくら

’にするとかというような推定はしないですむのである。

このような推定をしないでもすむ理由は，別報3）3．1式

・による方法，したがってこの報告の（1）式による方法は，

その中に，農業土地利用上のいろいろの理論が，それぞ

れ，あるがままに動く農業生産現象の定式的な表現法に

おける位置にしたがって，筋道をたてて組み込まれるよ

うな型式を供えているからであると考えている。

要 約

　別報した土地利用可能性を示す一般式から畑地かんが

いの可能性を求めるための式を誘導し，この新しい方法

が実用に供され得る条件をもつかどうかを検討した。こ

の式の実地への適用は干葉県八街町・愛知県渥美町で現

に畑地かんがいを行なっている地区で行なった。調査は

土地利用計画の作成に従事する専門家の存在を前提とし

て行なったものである。

　実地での作業は，ここで用いた方法は必要な条件が揃

えば実用に供されうるものであることを示した。この式

を用いて算出した畑地かんがいの可能性は調査地におけ

る畑地かんがいの成功への期待と深い関係がありそうで

ある。
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Summary

　　New　formula　to　be　used　in　the　determination　of　capability　of　upland　iiarigatien　is

derived　frem　the　formula　showing　land　use　eapability，　which　was　repertedii’　before　as

the　fundameAeal　eonvention　II　for　the　proeedure　in　planuing　agrieulturaHaRd　v｝tilization．

The　derived　formula　is　descyibed　as　the　formula　（1）　in　page　68　of　this　report．　The

mean．ings　of　the　variables　in　this　formula　are　as　fol｝ows，

　C，　Capability　of　upland　irrigation．
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　　　The　formula　（1）　is　equipped　with　the

variables　in　it．

and　Enekido－Tomiyama－Distriet

Atsumi　Maehi，　Aichi　Pref．

　　　As　the　results　of　ehe　experienees　in　applying　the　formula　the　auehor　pointed　out，

the　faet　that　the　method　v；sed　eould　determine　eombined　eapability　of　ewo　or　maore　laRd

use　improvement　praetices　in　one　app｝icatioA．　［E）he　autheT　is　of　the　epinieR　that　the

reason　why　he　eould　find　this　faet　lies　iR　the　compositioR　ofthe　fundamental　eonveRtion

II，　which　ls　composed　so　as　to　all　ehe　prlneiples　ilt　the　determinaeion　of　agriculeural

productivity　and　in　the　determination　of　the　eapabilities　of　agricultuyal　lanot　use　impre一一

vement　practices　should　be　coordinated　scientlfically　in　it．

The　eoefficient　indicating　£he　relative　plentifuiness　of　the　agricukura｝　pyedi　ucts．

The　eoeffieient　indicaeing　the　relative　p｝entifulness　of　the　labor－power．

The　ceeMeieRt　indicating　the　plentifulness　of　the　eapitals．

The　value　indicating　the　annual　repay　e£　the　cost　empleyed　in　the　improvement

practices．　［1］his　value　is　expressed　by　the　unit　used　in　the　iRdiea£ion　of　a．crrieal－

tural　productivity．

Agrieultural　produetivity　after　the　improvement，　when　labor－power－elemeRt　is　in

“　standard　states　”．

Pyesent　agricultural　preductivity　when　labor－power－element　is　iR　‘‘staltdard

states　”．

Demand　for　the　labor－power　after　the　i孤Pyovement．　This　value　is　expwessed　by

the　area　of　eropland．

Present　demand　for　the　labor－power．

［1］he　value　indicatiRg　the　Reeessity　of　laboM　of　unit　eropland　when　‘‘standard

creps”　are　tillaged．　This　value　is　deseribed　by　the　unit　employed　in　the　expres一・

sioll　of　agrieultutral　productivity．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　conventioRal　ways　how　to　determine　each

　　　　　　　　The　praetical　applieatiens　ef　the　formula　are　earxied　out　at　Oki－DistTict，

　　　　　　　　　　　　　　　　istriet，　Yaehimata　Maehi，　Chiba　Pref．，　and　K5shin－District．
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